インターネット上の私的事実公表型プライバシー侵害とアメリカ合衆国憲法修正第1条 by 佐々木,秀智
明治大学　法律論叢 89巻 6号：責了 book.tex page221 2017/02/20 19:03
法律論叢第 89巻第 6号（2017.3）
【論　説】
インターネット上の私的事実公表型プ
ライバシー侵害とアメリカ合衆国憲法
修正第1条
佐 々 木　　秀　　智
目　次
Ⅰ　はじめに
Ⅱ　私的事実公表型プライバシー侵害の基本枠組み
Ⅲ　私的事実公表型プライバシー侵害と修正第 1条に関する合衆国最高裁判所の
　　基本的立場
Ⅳ　州レベルでの具体的対応
Ⅴ　学説の検討
Ⅵ　おわりに
Ⅰ　はじめに
民主主義国家において表現の自由を保障することは、大前提である。そこでは国
民が政府に関する多種多様な情報を入手し、多種多様な媒体を通して自らの意見を
発信し、他の国民と盛んに議論する環境を整備する必要がある。その一方で、これ
ら一般に流通する情報の中には、個人情報等の法的保護が必要なものも多数存在
し、表現の自由との調整が必要となっている。このことは、特にインターネットの
普及により個々人が自由かつ容易に自らの思想・信条その他の個人情報を発信でき
るようになったことから、問題が深刻化している。
この点、アメリカにおいては、従来プライバシー保護よりも表現の自由が優先さ
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れ、合衆国最高裁判所も一貫して表現の自由を保障する合衆国憲法修正第 1条を重
視する観点から、様々なプライバシー保護法を同条に違反すると判示してきてい
る。たとえば、本稿で検討する、1975年のCox Broadcasting Co. v. Cohnにお
いて合衆国最高裁判所は、「州は、公衆による監視のために公開されている公式の
裁判所記録に含まれている真実の情報の公表に対して刑罰を科すことはできない」
と判示している(1)。
またアメリカでは、「公的場所におけるプライバシー不存在」原則（“No privacy
in public” rule）が不法行為法理論において採用されてきた。たとえば、ロサンゼ
ルス市内の市場における接吻行為を撮影した写真が無断で雑誌に掲載されたことが
カリフォルニア州の不法行為法上のプライバシー侵害となるか否かが問題となっ
た、1953年のGill v. Hearst Pub. Co.,において同州最高裁判所は、本件で撮影・
出版された接吻行為が「私的な土地ではなく、……公的な市場内で」行われている
ことから、他者の「視界に公開されるような態様で自らを公衆の目に自発的に晒
す」ことで、原告が「自らのプライバシーの権利を放棄している」と判示してい
る(2)。さらに合衆国最高裁判所は、本稿で検討するように、性犯罪被害者の氏名
の公開を禁止する州法を違憲としている。
このようなプライバシー保護よりも表現の自由を優先させることには批判も多
く、たとえば法と経済学研究の提唱者でもあるポズナー（Richard Posner）連邦
控訴裁判所裁判官も、市長選挙立候補者の前科記録の公開がプライバシー侵害とな
るかが争点となった、2002年のWillan v. Columbia Countyにおいて、プライバ
シー侵害を不法行為法上の訴訟原因として認めた州の判例が、Cox判決によって抹
殺されたと指摘している(3)。
もっとも、アメリカでも公的領域に公開された個人情報が、将来にわたってすべ
て法的保護を受けないとはされてはいない。公開された当時においては、民主主
義・裁判の公開・報道の自由保障等の公益性の観点から構築されてきた「ニュース
(1) Cox Broadcasting Co. v. Cohn, 420 U.S. 469, 495 (1975).
(2) Gill v. Hearst Pub. Co., 253 P.2d 441, 444 (Cal. 1953). この原則を採用する他の判例
として、See Cefalu v. Globe Newspaper Co., 391 N.E.2d 935, 939 (Mass. App. Ct.
1979); Penwell v. Taft Broad. Co., 469 N.E. 2d 1025, 1027 (Ohio App. 1984).
(3) Willan v. Columbia County, 280 F.3d 1160, 1162 (7th Cir. 2002). アメリカにおけ
るプライバシー権法理の形成につき、伊藤正己『プライヴァシー研究』（日本評論社・
1962年）参照。
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価値」（newsworthiness）の法理でもって、プライバシー保護性が否定されてい
た個人情報が、時間の経過等によって、公益性が低下し、プライバシー保護の必要
性が増大するという、「非公知性」（obscure）の法理が不法行為法上構築されてき
た。この法理は、紙メディア等を前提としたものであったが、それをインターネッ
ト上に拡大しうるか否かが議論されている。そこでは、それぞれの法益の詳細な分
析・検討が行われている。特にインターネットが普及してくるにしたがって、イン
ターネット上に公開された個人情報等がほぼ未来永劫的に公開され続けるという
状況が生じている。この問題に対処するために非公知性の法理をインターネット
上に適用できるか否かが議論されている。
さらに、近時EUを中心に盛んに議論されている、「忘れられる権利」（right to be
forgotten）論の中で、インターネット上に公開された個人情報の削除のあり方につい
て議論されている。特に、欧州司法裁判所でも同権利を承認する先決決定が下され(4)、
また 2016年 4月に採択された個人データ保護規則（REGULATION OF THE
EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL on the protection of
natural persons with regard to the processing of personal data and on the
free movement of such data, and repealing Directive 95/46/EC（General Data
Protection Regulation））第 17条は、「消去権（忘れられる権利）」を保障してい
る。このようにEUにおいては、忘れられる権利の承認・保護の向上が重視されて
いるといえる。
この点、わが国においても忘れられる権利が議論されており(5)、この権利を認
める裁判例も存在する(6)。もっとも否定的なものも存在しており、そこでは表現
の自由・知る権利への影響が指摘されている(7)。このなかでは、忘れられる権利
(4) ECLI: EU: C: 2014: 317, 2014.5.13. Curia
Website http://curia.europa.eu/juris/documents.jsf?num=C-131/12 同判決につき、
邦語文献としては、中村民雄「忘れられる権利事件」法時 87巻 5号（2015年）142頁
以下、中西優美子「GoogleとEUの『忘れられる権利（削除権）』自治研究第 90巻 9号
（2014年 9月）96頁以下等を参照。
(5)忘れられる権利と表現の自由との関係に関する議論として、「〔鼎談〕インターネット時代
における表現の自由とプライバシー」ジュリ 1484号（2015年）68頁、鈴木秀美「『忘
れられる権利』と表現の自由」慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所紀要
66号（2016年）15頁等参照。
(6)さいたま地決平成 27年 12月 22日判時 2282号 78頁。
(7)東京高決平成 28年 7月 12日判例集未登載（本稿では、LEX/DBインターネット収録の
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の導入の可能性に関する議論が主な論点となっており、EU法の研究が盛んに行わ
れている(8)。しかし、忘れられる権利を尊重すべきというEUの方向性とは正反
対の(9)、アメリカの表現の自由・民主主義・裁判の公開を尊重する議論状況を分
析することも、比較法的分析として必要不可欠であると考える。
以上をふまえて本稿は、まず不法行為法上の私的事実公表型プライバシー侵害に
関するリステイトメントの記述を概観し、同プライバシー侵害法理及び表現の自由
を保障する合衆国憲法修正第 1条上の同法理の位置づけに関する合衆国最高裁判
所判例の理論を整理したうえで、不法行為法上のニュース価値、非公知性の法理に
ついて、カリフォルニア州最高裁判所の判例を中心に分析する。そのうえで非公知
性の法理がインターネット上の問題にどのように適用されるべきかに関する議論
状況を検討し、わが国への示唆について考察する。
Ⅱ　私的事実公表型プライバシー侵害の基本枠組み
1　インターネット上のプライバシー侵害に関する法的枠組み
周知のとおり、アメリカでは憲法、コモン・ロー（不法行為法）、制定法でもっ
て、様々なプライバシー保護が試みられている(10)。本稿で検討するのは、不法
行為法上のプライバシー侵害である。不法行為法上のプライバシー侵害について
は、第 2次不法行為法リステイトメント（Restatement (Second) of Torts）652
条が 4つの侵害類型を提示している。そのうち、忘れられる権利論に類似するも
のとして、本稿は、652条Dで示されている、私的事実公表型（Publicity Given
to Private Life）プライバシー侵害について検討を行う。
652条Dの他にも、制定法によって、忘れられる権利に類似する法理が規定され
ものを用いた）（脚注 (5)決定の控訴審）。
(8)今岡直子「『忘れられる権利』をめぐる動向」調査と情報 854号（2015年）1頁以下参照。
(9)アメリカ、EUそれぞれのアプローチを比較分析するものとして、See, e. g., James
Q. Whitman, The Two Western Cultures of Privacy: Dignity Versus Liberty, 113
YALE L.J. 1151 (2004); Steven C. Bennett, The “Right to Be Forgotten”: Reconciling
EU and US Perspectives, 30 BERKELEY J. INT’L LAW. 161 (2012).
(10)拙稿「個人情報保護法制の国際比較――アメリカ」比較法研究 64号（2003年）28頁以
下参照。
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ることがあり、その例としては、2013年に制定されたカリフォルニア州の「オン
ライン消しゴム法」（Online Eraser Law）がある（CAL. BUS. & PROF. CODE
§22581）。同法は、カリフォルニア州に居住する未成年者（18歳未満）が、自ら
会員登録したウェブサイト、オンライン・サービス等で、自らについて投稿した情
報又はコンテンツを削除することを認め、同時にウェブサイト運営者等に削除に関
するシステム及び手続を構築するよう義務づけている。同法については、青少年保
護という、止むにやまれない政府利益を提示し、個人に削除権を認めるという内
容中立的規制の手法をとっていることから、修正第 1条に違反するとされないが、
同州がこのような法規制を行うことが休眠的州際通商条項（dormant commerce
clause）に違反するのではないかと指摘されている(11)。
次に、アメリカのインターネット上のプライバシー侵害の問題を検討する際に重
要となってくる視点として、以下の 2点があげられる。
まず、それまで判例法上の不法行為法理としてプライバシー侵害法理が形成さ
れ、その派生的原理として採用されたニュース価値、非公知性に関する法理が、情
報通信技術の発達によって生じる問題、特にインターネット上の問題に対応できる
のかについてである。この点については、捜査機関が令状に定められた期間を逸脱
してGPSを用いた捜査活動を行ったことが、刑事捜査を規律する合衆国憲法修正第
4条に違反するとされた、2012年のUnited States v. Jonesに関する合衆国最高裁
判所判決において同意意見を執筆したソトマイヨール（Sonia Maria Sotomayor）
裁判官が、第三者に自主的に開示した自らの個人情報に関してプライバシーの合理
的期待を有しないとする考えに疑問を呈し、「このようなアプローチは、日常生活
のやり取りの中で人々が膨大な量の自らの個人情報を第三者に晒すというデジタ
ル時代においては不適当なものである」と指摘している(12)。また同判決における
アリトー（Samuel Anthony Alito, Jr.）裁判官の同意意見は、「コンピュータ時代
以前は、プライバシーの最大の保護は、憲法でも法律でもなく、現実性であった。
期間を延長した伝統的な監視は、困難かつ高コストなものであり、実施するこ
とはまれであった」とし、その一方でGPS等の「機器は、……長期間の監視を
(11) See James Lee, Note, SB 568: Does California’s Online Eraser Button Protect the
Privacy of Minors? 48 UC DAVIS L. REV. 1173(2015).
(12) United States v. Jones, 565 U.S. 400, 417–8 (2012).
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比較的容易かつ安価なものとする」ことから、「劇的な技術の変化の只中にあって
は、プライバシーへの懸念に関する最善の解決法は、立法であろう。立法機関が、
公衆の態度の変化を正確に測定し、詳細な境界線を画定し、また包括的な方法で
もってプライバシーと公共の安全の利益調整を行うのに、ふさわしい地位に位置し
ている」と指摘している(13)。
次に、とりわけ我が国との比較において重要となるのが、プロバイダ責任のとら
え方に関する日米の相違である(14)。わが国では、プロバイダ責任制限法によって、
プロバイダ等への削除請求権が認められているが、アメリカでは認められていない。
アメリカにおいてプロバイダは修正第 1条上の保護を受けると考えられ(15)、削
除義務等を課すことが同条に違反するとの連邦下級裁判所判例が複数存在する(16)。
一方で、1996年通信品位法（Communications Decency Act of 1996）第 230条
は、「双方向コンピュータ・サービスのプロバイダ又は利用者は、他のコンテン
ツ・プロバイダによって提供された情報について公表者（publisher）や表現者
（speaker）として扱われてはならない」と規定し（47 U.S.C. § 230 (c)(1)）、同時
に「この規定に合致しない州又は地方団体の規則に基づいて、何らの訴訟原因に
基づいて訴訟が提起されず、又は何らの責任も課されない」と規定している（47
U.S.C. § 230 (c)(3)）。
この規定に関して、複数の検索エンジンが原告の政治的内容に基づいた広告を掲
載するのを不法に拒絶し、Googleがその検索結果から原告のウェブサイトを削除
したことが問題となった、2007年のLangdon v. Google, Inc.においてデラウェ
ア地区合衆国地方裁判所は、原告の請求を棄却し、「第 230条は、Google、Yahoo、
Microsoftが審査し、自らのネットワークから削除することに関する編集上の決定
についての免責を規定する」と判示している(17)。さらに同条について、第三者に
(13) Id. at 429–30.
(14)アメリカの法状況につき、See Allyson H. Stuart, Google Search Results: Buried If
Not Forgotten, 15 N.C. J.L. & TECH. 463, 487–492 (2013).
(15) See Eugene Volokh & Donald M. Falk, Google First Amendment Protection for
Search Engine Search Results, 8 J.L. ECON. & POL’Y 883, 884 (2012).
(16) Langdon v. Google, Inc., 474 F. Supp. 2d 622 (D. Del. 2007); Nieman v. Versuslaw,
2012 U.S. Dist. LEXIS 109069 (C.D. Ill. Aug. 3, 2012).
(17) 474 F. Supp. 2d at 631. See also Mmubango v. Google, Inc., 57 Comm. Reg. (P & F)
1036 (E.D. Pa. Feb. 22, 2013); Parker v. Google, Inc., 422 F. Supp. 2d 492 (2006).
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よって無断で、ある女優に関する虚偽のプロフィールが交際相手紹介サイトに登録
されたことから、当該女優が名誉毀損及びプライバシー侵害等で不法行為訴訟を提
起した、2003年のCarafano v. Metrosplash.com, Inc.において第 9巡回区合衆
国控訴裁判所は、通信品位法の「これらの規定を通じて、連邦議会は、その情報が
第三者によって提供される限り、ほとんどのインターネットサービスが虚偽の又は
名誉棄損的な題材から免責されるのを保障した。その結果、インターネットでの公
表者は、紙、テレビ及びラジオといった同等の公表者とは異なった取り扱いを受け
る」と判示している(18)。
2　私的事実公表型プライバシー侵害の概要
⑴ 第 2次不法行為法リステイトメント第 652条D
第 2次不法行為法リステイトメント第 652条Dは、私的事実の公表に関して次
のように述べている。
「他人の私生活に関する事実を公表した者は、当該公表事実が以下に該当する場
合、当該他人に損害賠償責任を負う。
（a）一般人にとって高度に不快である。及び
（b）合法的な公的関心事項ではない。」
そして同条のコメント aは、「公表」（publicity）について、「公衆一般に伝達さ
れること又は当該事項が公衆の知ることとなったのが極めて確実となったとみな
しうるほどに多くの人々に伝達されることによって当該事項が公にされたこと」と
している。
次にコメント bは、「私生活」（private life）について、他人に関する既に公に
なっている情報を追加的に公表すること、公文書等に記載されている個人の私生活
に関する情報（生年月日、婚姻の事実、兵役に関する記録、薬物の使用許可、タク
シーの営業許可若しくは訴訟において自ら提出した答弁書に関する事実等）は保護
されないとしている。一方、所得税の還付等のように当該記録が公衆の閲覧に供さ
れていない場合、当該情報は公のものとはなっておらず、それらを公衆一般に公開
すればプライバシー侵害となるとしている。
また自らが公衆の面前に公表した情報をさらに公表することでは、このプライバ
(18) Carafano v. Metrosplash.com, Inc., 339 F.3d 1119, 1132 (9th Cir. 2003).
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シー侵害は成立しないとされている。そこでは、公道上を歩いていた者が写真を撮
影され、新聞に掲載された場合、公衆を対象とする事業又は活動に関して公表され
た場合があげられている。
次に「高度に不快」（highly offensive）な公表についてコメント bは、まず本条
が、「一般的な常識を有している者にとって不快な類のもの」と定義される「高度
に不快な公表」に対してのみ、保護を与えるものであるとしている。そしてここで
保護されるプライバシーの利益は、時代及び地域の慣習、原告の地位、原告の近隣
及び知り合いの市民の習慣等によって相対的なものにならざるを得ないとし、「完
全なプライバシーというものは、砂漠を除いてこの世界には存在せず、また世捨て
人ではない者はすべて、自らが所属するコミュニティでの生活での日常の出来事に
ついて予測し、耐えなければならない」と指摘している。そのうえで「原告に関し
てなされた公表が、一般人が当該公表によって原告が損害を受けたと感じても仕方
がないような場合」にのみ、当該訴訟原因が成立するとしている。
以上をふまえて、具体的な判断基準として、最初に「公的人物」（public figure）テス
トに関して同条コメント dは、自主的（voluntary）な場合と非自主的（involuntary）
な場合に分類している。まずコメント dは、①公的活動に従事している、②一般的
な経済的、文化的、社会的若しくは類似の公共の利益を有している機関又は活動に
おいて重要な役割を果たしていると推定される、③自ら若しくは自らの仕事が公衆
の判断に委ねられるもの、のいずれかである場合に公的人物となるとしている。そ
して公的人物が公の場所にいる場合、また公的人物自らの活動に関する限り、そこ
にもはや私的事実は存在せず、当該個人にプライバシー権は認められないとしてい
る。非自主的な公的人物としては、犯罪の加害者及び被害者、事件・災害の被害者
が当たるとされている。そして自主的・非自主的いずれの場合も、自らが公表し
た又は事故等の公共性の範囲内で公表が認められるわけではなく、他の場合では
私的事項と認められるものであっても合理的な範囲で公表することが正当化され
ている。
次に合法的な関心事項について、まず「報道」（news）があげられている。同
条コメント gは(19)、報道の意味につき、「かなりの程度、当該コミュニティの社
(19)同コメントのこの個所の元となった裁判例として、See Virgil v. Time, 527 F.2d 1122,
1129 (8th Cir. 1975).
228
明治大学　法律論叢 89巻 6号：責了 book.tex page229 2017/02/20 19:03
インターネット上の私的事実公表型プライバシー侵害とアメリカ合衆国憲法修正第1条（佐々木）
会的習慣に沿って、出版業者及び放送事業者が、朝刊新聞を一瞥して確認するよ
うなものとして、自ら定義してきた」としてジャーナリストの判断を尊重すると
し(20)、具体的には犯罪、事故、自然災害等の公表が報道に当たるとしている。
他方「私的事実」（private facts）につき同条コメント hは、「自主的又は非自主
的な公的人物のいずれかに関する情報について許容される公開は、公衆の関心を生
じさせた特定の出来事に限定されない」とし、「公的人物にならなかった者に関す
る場合、いったん当該事件で生じた関心は、いくぶん合理的な程度で、当該個人及
び当該個人に関する事実に関する情報であり、公的なものでなく、その者の純粋に
私生活に関する侵害とみなされる情報に合法的に拡大できる」として、公的関心事
項が拡大されることを認めている。ただ、このような公開が正当化される私的事実
の拡大は無制限なものではなく、その判断基準として同コメントは、「合法的な公
衆の関心とは何かを判断する際に、当該コミュニティの慣習及び伝統の考慮がなさ
れなければならず、何が適切かに関する最終判断では当該コミュニティの社会的慣
習の問題となる」と指摘している。そのうえで具体的判断では、共通の良識、及び
プレスの自由並びにプレスが公衆に報じるものに関する判断の合理的な余地への
適正な配慮と、また私的事実を公開された個人の感情及び公開によって被った危害
への適正な配慮が考慮されるとしている。
⑵ 時の経過（lapse of time）
同条コメント kは、「時の経過」として「原告を公的人物たらしめた出来事から
時の経過が存在したという事実そのものでは、それがかなり長い期間であればさら
に、以前なされた公表の際の当該公表の根拠が、現在の公表、公表を新たに行うこ
とを否定しない」として、プライバシー保護の必要性を否定するとの立場をとって
いる。しかしながら同コメントは、「過去の出来事及び活動はいまだ公衆の合法的
な関心事項であり、物語での再公表のために数年前に生じた出来事の回顧は、情報
及び教育目的にとって興味深く、かつ価値あるものとなる」として、表現の自由等
の重要性を認識しつつも、時の経過を考慮する意義として、「……このような時の
経過は、他の事実とともに、コミュニティの大部分によってもたらされた私人とし
て合法的かつありきたりの生活を回復した者に関する事実を明らかにする際に、
(20)ジャーナリストの判断を尊重する裁判例として、See Heath v. Playboy Enterprises,
Inc., 732 F. Supp. 1145 (S.D. Fla. 1990).
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不当なほどに公表を行っているかどうかを判断する考慮要素となる」と指摘してい
る。そのうえで具体的な判断のあり方について同コメントは、「コミュニティの基
準その他によって判断されなければならない。時の経過は、公的記録への公表の正
当性を無にするものではないが、当該個人の所在地及び身元を明らかにすること
は、きわめて異なった問題を生じさせる」と、その地域コミュニティの基準で判断
されるべきであり、別途の考慮が必要であるとしている。
Ⅲ　私的事実公表型プライバシー侵害と修正第1条に関する
合衆国最高裁判所の基本的立場
1　Cox Broadcasting Corp. v. Cohn合衆国最高裁判所判決
合衆国最高裁判所は、私的事実公表型プライバシーの保護を修正第 1条に優先さ
せることに消極的であり、裁判記録等の公的文書上に含まれる情報をプライバシー
として保護することにも消極的である(21)。
このことについて合衆国最高裁判所が最初に明確に立場を明らかにしたのは、裁
判所において公開されている裁判記録から入手した強姦罪の被害者等の情報の公
開を禁止するジョージア州法が修正第 1条に違反していると判示した、1975年の
Cox Broadcasting Corp. v. Cohnにおいてである(22)。その際合衆国最高裁判所
は、まず「プライバシーに基づく請求と自由なプレスに基づく請求の間の衝突が生
じているこの状況において、双方の利益はわが社会の伝統及び重大な関心事項に明
らかに根差すものである」として、プライバシー保護と表現の自由という 2つの利
益が衝突し、調整が必要であることを端的に認めている。そのうえで合衆国最高裁
判所は、表現の自由とプライバシー保護という包括的な論点を扱うのではなく、次
のように述べて、私的事実公表型プライバシー侵害法理におけるプライバシー保護
範囲の画定及び制裁のあり方といった、具体的な法規制のあり方に問題点を限定
(21)アメリカにおいてプライバシー侵害が修正第 1条上消極的に扱われてきた状況を分析する代
表的文献として、See Diane L. Zimmerman, Requiem for a Heavyweight: A Farewell
to Warren and. Brandeis’s Privacy Tort, 68 CORNELL L. REV. 291 (1983).
(22) Cox Broadcasting Corp. v. Cohn, 420 U.S. 469 (1975).
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し、明確化すべきであるとしている。
「真実の公表が、修正第 1条及び修正第 14条に合致させつつ、民事又は刑事責
任の対象となるか否かとの広範にわたる問題に対処するよりも、他の方法に置き換
えて、プレスでの望まない公表から逃れられるプライバシーの領域を州が定義し、
保護し得るか否か、本件で問題となっているプレスとプライバシーの間のより限定
的な接点、すなわち、州は公的記録から――より特定的には、公訴との関連で保管
され、公衆の閲覧に供されている裁判記録から――入手した強姦被害者の氏名の正
確な公表に制裁を科すことができるか否かという問題に焦点を当てるのが適切で
ある。」
そのうえで合衆国最高裁判所は、次のように述べて、表現の自由の観点から考慮
すべき要素として、プレスの社会的役割を指摘している(23)。
「……各個人が自らの政府の運営についてまず最初に観察しようとする際に限ら
れた時間・リソースしか有していない我々の社会において、当該個人は、政府の運
営に関する事実を便宜的な形式で個人の元へ提示するプレスを必然的に信頼する。
したがって、政府の諸手続に関して十分かつ正確に報道するニュース・メディアに
重大な責任が課され、公衆に公開されている公的記録及び文書が政府の運営に関す
る基礎データである。プレスによって提供される情報なしには、我々のほとんど及
び我々の代表者の多くが、政府の運営全般に関する理性的な投票又は意見の表明が
不可能になる。とりわけ司法手続に関して、プレスの役割は、事実審理の公正さの
確保及び司法の運営に関する公衆の監視の恩恵をもたらす。」
以上から、個々の国民が政府の統治に関する諸活動をチェックすることが民主主
義にとって必要不可欠であり、それを補完するために、プレスによる報道を社会が
期待しているという基本前提を合衆国最高裁判所が採用していることが明らかと
なる。
そして合衆国最高裁判所は、「当該情報を公式の裁判所記録上の公的領域に置い
たことで、州はそれによって公的利益が達成されたと結論づけたと推定されなけれ
ばならない」として、プライバシー保護の必要性がないと州が判断したことを確認
し、「公的記録は、まさにその本質上、政府の運営に関心を有する人達にとって有
益なものであり、メディアによって当該記録の正確な内容が報道されることで、公
(23) Id. at 491–2.
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共の便益が達成される。その情報を公表するプレスの自由は、市民が適切な公的事
業活動の最終的判断者であるという、我々のタイプの政府にとって決定的に重要な
ものであることが明らかである」と指摘している(24)。このことから合衆国最高裁
判所が、政府の統治に関する諸活動を国民に報道するためにプレスが公的記録を自
由に入手し、様々な情報を国民に提供することによって、国民全体の政府に関する
監視・理解が可能となり、民主主義が十分に機能することを最重要視していること
が明らかになる。そのうえで合衆国最高裁判所は、「このような政府の形式を維持
するために、修正第 1条及び修正第 14条は、州が公衆の閲覧に供されている裁判
所の公的記録に含まれている真実の情報に制裁を科すことはできないというもの
をまさに命令している」と述べて、公表を処罰するジョージア州法が修正第 1条に
違反すると結論づけている(25)。
2　修正第 1条上の具体的法理の形成
⑴ 合憲性判断基準の形成
Cox判決をふまえて合衆国最高裁判所は、具体的な合憲性判断基準の構築を行っ
てきている。
ある新聞社が、少年手続において対象となる少年の氏名を新聞社が故意に公表す
ることに刑事罰を科しているウェスト・ヴァージニア州法に違反して、学校内で
銃殺事件を起こした 14歳の少年の氏名を、目撃者への取材等を通じて入手し、公
表したことが問題となった、1979年のSmith v. Daily Mail Pub. Co.において合
衆国最高裁判所は、同州法が修正第 1条に違反すると判示している(26)。本件判決
で合衆国最高裁判所は、目撃者への取材等が通常的な取材方法であったと認定した
うえで、「当該情報が合法的に入手されたのならば、州は、本件で提示されたもの以
上により重要な利益を促進する必要がある場合を除き、その公表を処罰できない」
として、その情報が合法的に入手されたか否かを判断基準として示している(27)。
そのうえで合衆国最高裁判所は、州が提示した青少年の更生の促進という政府利
益について検討している。合衆国最高裁判所は、まず当該州法が新聞社のみを規制
(24) Id. at 495.
(25) Id.
(26) Smith v. Daily Mail Pub. Co., 443 U.S. 97 (1979).
(27) Id. at 104.
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対象とし、放送等の電子メディアを対象としておらず、実際ラジオ局が当該少年の
氏名を放送していた点から政府利益を達成できていないと指摘し、また全米 50州
が少年の氏名を秘匿するための法規定を有しているが、ウェスト・ヴァージニア州
のように刑事罰を科しているのが 5州のみであり、刑事罰以外の方法で当該政府利
益が達成されていると指摘している(28)。
次に、公衆一般に対して無制限のアクセスを認めていた、強姦事件に関する警察
の記録書類からある強姦事件の被害者の氏名を入手し、公表した新聞社に対して、
「何人も、……すべての性犯罪被害者の氏名、住所又はその他の個人を特定する事
実若しくは情報を、何らかのマス・コミュニケーションの手法を用いて、出版、公
表若しくは放送する、又は出版、公表若しくは放送のもととなる若しくはそれを認
めることをしてはならない」と規定する、フロリダ州法典第 794.03条に基づいて
不法行為責任を認めることの合憲性が問題となった、1989年のFlorida Star v. B.
J. F.判決がある(29)。本件判決で合衆国最高裁判所は、同州の提示する、性犯罪の
被害者のプライバシー、氏名が知られることによる加害者による報復の防止等の当
該被害者の身体の安全、氏名を暴露されることなくこれらの犯罪を報告するよう犯
罪被害者に奨励する、との 3つの政府利益を重要な政府利益であると認定したうえ
で、同州法が政府利益を促進するために必要があるものかについて検討している。
合衆国最高裁判所は、問題となった被害者に関する情報の入手方法について検討
し、本件のように政府が情報の発信について自ら規律してこなかった場合、Cox
判決等に基づいて、その結果である公表に関してプレスに対して損害賠償金を課す
ることが、匿名性を保護するために限定的に画定されたものとはいえないと判示し
ている(30)。その際合衆国最高裁判所は、「政府がこの種の情報をいったん公的領
域に置いたならば、何を公表・放送するかを判断する者に信頼が与えられなければ
ならず、また原状回復の期待は、自らによるプライバシーの喪失を理由として被
害者に補償する、又は被害者が秘匿のうちに提供した情報の誤った取り扱いによ
る他の事態が生じることから被害者を保護する、という政府の意思にかかってい
る」と指摘している(31)。そのうえでこの種の情報が何の条件もなしに公表された
(28) Id. at 105.
(29) Florida Star v. B. J. F., 491 U.S. 524 (1989).
(30) Id. at 538.
(31) Id.
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場合、政府が当該公表を合法的なものであると考えていたということができ、情報
の受領者がその情報をさらに拡散することが予想されると指摘し、「上告人が政府
機関による報道発表を単に再編集しただけであるならば、民事損害賠償責任を課す
ことは、確実に修正第 1条に違反する」と結論づけている(32)。
次に合衆国最高裁判所は、第 794.03条から派生する民事上の訴訟原因として州
が、包括的な「法律違反即ネグリジェンス」（negligence per se）として公表行為
に責任を課している点を問題視している。合衆国最高裁判所は、第 2次不法行為法
リステイトメント第 652条Dと比較しつつ、「プライバシー侵害に関するコモン・
ロー上の不法行為に基づく請求と異なり、794.03条に基づく民事訴訟は、個人の
私生活に関する事実の公表が一般通常人にとって高度に不快なものと認定するも
のであるとの事例ごとの認定を要求していない。反対に、下級審裁判所によって適
用されてきた法律違反即ネグリジェンスの理論に基づいて、公表から自動的に責任
が導き出されている」と指摘している。そのうえで合衆国最高裁判所は、「重要な
修正第 1条上の利益が問題となっている場所に対する、メディアによるアクセスを
カテゴリカルに禁止することが認められていないことは、かつて明確に述べた」と
し、先例(33)を示したうえで、「犯罪被害者の匿名性に関する保護措置を探求する
州がその氏名の公表に強硬に反対する場合に、より個別的な判断が、絶対に必要不
可欠なものである」と結論づけている(34)。
第 3に合衆国最高裁判所は、794.03条がマス・メディアによる情報の公表のみ
を規制対象としている点を問題視している。そこでは個人による口コミも犯罪被
害者の個人情報の拡散手段として重要であるとされ、「情報発信の代替的手法に関
する慎重かつ包括的な予防策なしに、当裁判所は、マス・メディアによる公表に関
する選択的な禁止をフロリダ州が行うことが同州の示した目的を十分に達成する
と結論づけることはできない」とされている(35)。
以上から合衆国最高裁判所は、私的事実公表に関する法規制の合憲性の判断にお
いて、①当該情報が合法的に入手されたか、②当該情報が真実かつ公的重要事項
か、③州が高次の法の州の利益を主張しているか、④その州法の規定を原告に適用
(32) Id. at 539.
(33) Globe Newspaper Co. v. Superior Court of Norfolk., 457 U.S. 596, 608 (1982).
(34) 491 U.S. at 540.
(35) Id. at 541.
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することが限定的に画定されたものか、の 4つの基準を採用しているということが
できる。
⑵ 修正第 1条上のその他の法理の形成
合衆国最高裁判所は、非公開の私的事実の秘匿を条件として提供する契約を結ん
だにもかかわらず、その契約に違反して公開することについては、公開した者の民
事責任を認めている。このことについて、ある取材者と情報提供者の間で取材源を
秘匿して報道するとの契約を締結したにもかかわらず、取材者が新聞で情報提供者
の氏名を公開したことがミネソタ州法上の契約的禁反言（promissory estoppel）
違反となるか否かが問題となった、1991年のCohen v. Cowles Media Co.におい
て合衆国最高裁判所は、「一般的に適用される法は、ニュースを取材し、報道する
能力に偶発的な影響を与えたことだけを理由として、修正第 1条と対立すること
にはならない」として、民事法・刑事法等の国民一般に対して一律に適用される法
は、修正第 1条上問題とならないとしている(36)。そのうえで、「……『新聞出版
社は、一般法の適用から特別に免責されることはない。当該個人は、他者の権利及
び自由を侵害する特殊な特権を有していない』。したがって、プレスに対する、こ
の種の一般法の執行は、他の個人及び組織に対して適用される場合よりも厳格な審
査の対象となることはない」とし、「ミネソタ州の約束的禁反言の法理は、一般的
に適用されるものである。同法理はプレスをターゲットとしたり、選出したりして
いない。……むしろ同法理は、すべてのミネソタ州民による日々の取引活動に一般
的に適用されるものである。修正第 1条は、同法理をプレスに適用することを禁じ
てはいない」と判示している(37)。
次に合衆国最高裁判所は、ミネソタ州法上の約束的禁反言の法理に基づく賠償金
の支払いが修正第 1条上の問題を生じさせるかについて検討している。合衆国最
高裁判所は、真実の公表について刑罰を科すことは修正第 1条に違反するが、約束
的禁反言違反による填補損害賠償は刑罰ではなく、「本件における当事者間の契約
が約定損害賠償に関する条項を含んでいた場合、原告に対する支払いは、営利目的
収益目的で出版されるためにニュース価値があるものを入手するための費用を意
味する」とし、「当該支払いの性格が、その法が一般法であり、プレスを選出する
(36) Cohen v. Cowles Media Co., 501 U.S. 663, 669 (1991).
(37) Id. at 670.
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ものでない場合、修正第 1条上の目的の観点から相違はない」との立場を明らかに
している。そのうえで合衆国最高裁判所は、Florida Star、Daily Mailの 2つの
判決で問題となった法律が、民事責任の成立要件として出版内容について定義して
いるとし、「それとは対照的に、本件で問題となったミネソタ州法は、たんに当事
者に約束を守るよう要求している。本件のように当事者自身は、自らの法的責任の
範囲の画定に関する決定を行い、また真実情報の公表に課される何らかの制約は、
自主規制である」としている(38)。このことから合衆国最高裁判所は、自主規制で
あることで表現内容中立規制となり、政府が言論に関する何らかの類型化によって
修正第 1条上の審査基準が厳格化される危険性を回避したものと評価していると
いうことができる。また、後述のように学説では、本件判決に基づいて、インター
ネット上の私的事実公表型プライバシー侵害の問題について、不法行為法による対
応の限界を契約法でもって克服しようと試みられている。
また、真実の情報の公表を規制するプライバシー保護以外の州の利益も提示さ
れている。たとえば、州裁判所裁判官に関する苦情等を審理する州司法審査委員
会における非公開での手続に関する真実の情報の公表について刑事罰を科して
いたヴァージニア州法が修正第 1条に違反するとされた、1978年のLandmark
Communications, Inc. v. Virginiaにおいて合衆国最高裁判所は、裁判官の名誉
及び司法の廉直性等が政府利益として提示されたが、「ヴァージニア州がその法律
によって処罰しようとしている当該公表は、修正第 1条の核心に近い位置にあるも
のであり、刑事罰を科すことによって促進される同州の利益は、言論の自由及びそ
れに続くプレスの自由に対する現実的並びに潜在的な侵食を正当化するほど十分
なものではない」と判示している(39)。
他方、民主的政治プロセスの維持との関係で、州民投票、州民発議等の手続に
おいてこれらの請願を行った者の名簿の公表が義務づけられるのが一般的である。
そこでは、請願行為が表現活動の 1つとして位置づけられ、プライバシーの観点
から検討する必要性は一般的に認識されていない。このことについて、州民投票
（referendum）手続に関して発議及び署名を行った者の名簿の公表を義務づける
ワシントン州公文書法（Public Record Act）が修正第 1条に違反するか否かが争
(38) Id. at 670–71.
(39) Landmark Communications, Inc. v. Virginia, 435 U.S. 829, 838 (1978).
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点となった、2010年のDoe v. Reedにおいて合衆国最高裁判所は(40)、州民投票
に関する請願の「ほとんどの事例において個人の署名は、当該請願の対象となって
いる法律が破棄されるべきであるという見解を表明する。署名者が請願の対象と
なっている法律のメリットについて全く理解できてない場合であってもまだ、当該
署名はそこでの問題が『すべての選挙民によって』検討されるべきであるとの政治
的見解を表明する…。いずれの事例においても政治的見解の表明は、修正第 1条
上の権利を包含する」との立場を採用して、州民投票の請願に関する署名が修正
第 1条の保護対象となる表現活動であるとしている(41)。そのうえで、同州法が修
正第 1条に違反しないと判示している。その際合衆国最高裁判所は、厳格な審査
（exacting scrutiny）基準を採用し、具体的には開示と重要な政府利益に実質的な
関連性が存在するか否かを審査し、当該開示規定の合憲性を正当化する政府利益と
して、①詐欺的活動を撲滅し、無効な署名を突合し、そして政府の透明性及び説明
責任を向上させることによる、選挙過程の完全性の維持、②当該請願の支援者に関
する情報の選挙民への提供を実質的な政府利益として認定している(42)。
3　非公知性の法理
合衆国最高裁判所が非公知性の法理に関して初めて明確に言及したのは、ある者の
前科記録（rap sheet）をジャーナリストが情報自由法（Freedom Of Information
Act, FOIA）に基づいて開示請求したのに対して、プライバシー情報が含まれてい
ることを理由として拒否されたことの妥当性が争点となった、1989年のUnited
States Department of Justice v. Reporters Committee for Freedom of the Press
においてである(43)。
まず合衆国最高裁判所は、捜査記録等においてプライバシー情報が含まれている
ことを理由として不開示を認める、不開示規定 7(C)において保護されるべきプラ
イバシーの利益に関し、FOIAにおいて保護しようとしているプライバシーの利益
(40) Doe v. Reed, 561 U.S. 186 (2010).
(41) Id. at 195.
(42) Id. at 197.
(43) United States Department of Justice v. Reporters Committee for Freedom of the
Press, 489 U.S. 749 (1989). FOIAにおけるプライバシー情報の開示のあり方に関し
て、拙稿「アメリカ情報自由法の「中核目的」とプライバシー情報開示の判断基準」法律
論叢 73巻 1号（2000年）86頁以下参照。
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は不法行為法上のものとも、憲法上のものとも異なるFOIA独自のものであると
している(44)。
本件判決では、公判等によって氏名等が公になっていたことを理由として、原審
がプライバシーの利益が存しないと判示していたが、合衆国最高裁判所は、「実際
問題、当該事件の概要が『自由に入手可能な』ものであるならば、そこに含まれて
いる情報へのアクセスを得るために、FOIAに訴えるべき理由はないであろう。た
しかに、当該情報が自由に入手可能なものではないという事実が、当該情報の頒布
を一般的に命じる法律における適用除外の根拠とならない場合もある」とし、「こ
こでの問題は、他では入手困難な情報の作成が、当該情報の開示によって影響を受
けるプライバシーの利益を変更するものであるか否かである」と述べて、請求され
た情報が「自由に入手可能か否か」を判断基準とする、「現実的非公知」（practical
obscure）論を採用している。そのうえで合衆国最高裁判所は、「明らかに、全国
の裁判所のファイル、郡の公文書館、及び地域の警察署での入念な調査の後に発
見することができる公的記録と、単一の情報クリアリングハウスに存在するコン
ピュータ化された事件の概要との間には、大きな相違点がある」として、当該前科
記録が不開示規定 7(C)によって保護されるべきプライバシーに該当すると認定し
ている(45)。
その際に合衆国最高裁判所は、この基準を採用することに関して、プライバシー
の観点からの根拠づけとして、「コモン・ロー及び制定法上のプライバシーの理解
は、自らの人格に関する情報の個人によるコントロールを含むものである。組織化
された社会において、同時に、又は他の機会に他者に秘密が漏洩しないというよう
な事実はほとんどない」として個人情報の完全なコントロールが不可能であるとし
たうえで、「……コモン・ローにおいてプライバシー権に与えられる保護の範囲は、
部分的に、問題となっている私的事実の発信の程度、及び時の経過がそのような事
実の発信を私的なものとする範囲に依拠するものである」として、時の経過等によ
り、プライバシーの保護範囲を画定すべきであるとしている(46)。そのうえで合衆
国最高裁判所は辞書的解釈を行い、「ウェブスターの辞書における初期の定義によ
(44) 489 U.S. at 762.
(45) Id. at 764.
(46) Id. at 763.
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れば、情報は、『特定の個人若しくはグループあるいは階級の利用を目的とし、又
はそれに制限した場合、すなわち、公衆が自由に利用可能な状態におかない』場
合、『私的なもの』に分類される。……プライバシーの利益のこのような属性の認
識は、個人のプライバシーの問題において、前科記録に含まれている個々の情報の
部分的な開示と前科記録全部の開示との区別を行う際に、有益なものとなる」とし
て、前科記録の開示において非公知性が考慮される必要性を指摘している。
本件合衆国最高裁判所判決で採用された情報公開制度における非公知性の法理は、
州レベルでも採用されている。たとえば、ニュージャージー州の不動産記録に社会
保障番号が記載されていたところ、同州の情報公開法に基づいて、ある営利企業が
当該記録の大量請求を行ったことが問題となった、2009年のBurnett v. County
of Bergenにおいて同州最高裁判所は、次のように指摘して裁判所記録から社会保
障番号（Social Security Number, SSN）を削除するよう命じている(47)。
「……不動産記録にSSNを含めるよう計画している企業に大量に開示すること
は、バーゲン郡の書記官事務所で現在これらの記録に含まれている非公知性を消滅
させるであろう。Reporters Committee判決において合衆国最高裁判所が指摘し
たように、全米の裁判所、郡公文書館及び地域の警察署のファイルを熱心に探した
後に発見された公的記録と、単一の情報クリアリングハウスにおかれているコン
ピュータ化されたサマリーとの間には著しい相違がある……。このことから、他で
は入手困難な情報のコンパイルは、その情報の開示によって関係づけられているプ
ライバシーの利益を変更する。」
そのうえで同州最高裁判所は、「複合文書――本件では、検索可能なコンピュー
タ・データベースでもって入手可能なものとなっている記録――は、1つの項目の
みの文書よりもさらに広範なプライバシー上の懸念を含む」と指摘している(48)。
Ⅳ　州レベルでの具体的対応
以上の合衆国最高裁判所判例をふまえて、私的事実公表型プライバシー侵害につ
(47) Burnett v. County of Bergen, 968 A.2d 1151, 1164 (N.J. 2009).
(48) Id.
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いて各州で様々な対応が行われ、判例法が形成されてきた。ここでは、不法行為法
上のプライバシー侵害法理の形成において中心的な役割を果たしてきた、カリフォ
ルニア州法を検討し、そのうえでインターネット上のプライバシー侵害が問題と
なった各州最上級裁判所の判例を検討する。
1　カリフォルニア州の事例
私的事実公表型プライバシー侵害法理について、書籍である有名な殺人事件を担
当した検察官の失踪と関連づける記述を行ったことがプライバシー侵害となるか
否かが問題となった、1980年のForsher v. Bugliosiにおいてカリフォルニア州
最高裁判所は、私的事実公表型プライバシー侵害が成立する要件として、①当該私
的事実の公表が公衆に対する公開（public disclosure）でなければならない、②当
該公開事実は、公的なものではなく、私的なものでなければならない、③公開され
た事柄が通常の感覚を有する一般人にとって不快かつ不愉快なものでなければな
らない、の 3つをあげている(49)。そしてこの要件がリステイトメントとほとんど
変わらないことが、確認されている(50)。
上記の要件を満たした場合、次に正当化事由に関する検討が行われ、とりわけ
「ニュース価値」（newsworthiness）の有無が重要となる。ニュース価値の位置づ
けについて同州最高裁判所は、ある交通事故の負傷者が救急車で病院に搬送され
る際に、放送局カメラマンが隠しカメラで無断撮影し、放送したことが私的事実
公表型プライバシー侵害等に該当するかが問題となった、1998年のShulmanv.
Group W Productions, Inc.において、「本件において不可欠な構成要素は、当該
開示事実に関する合法的な公衆の関心、すなわちニュース価値の存否である」とし
たうえで、そのコモン・ロー上の位置づけとして、「ニュース価値の不存在が『私
的事実』不法行為の要素であり、ニュース価値がコモン・ロー上の責任に関する完
全な否定となると……結論づける」と指摘している(51)。それに続けて修正第 1条
(49) Forsher v. Bugliosi, 26 Cal. 3d 792, 808 (1980).
(50) Schulman v. Group W Productions, 18 Cal. 4th 200, 215 (1998).
(51) Id. at 214–5. 278 (1953). なお本件判決では侵入型プライバシー侵害も問題となって
いるが、この点に関して、拙稿「アメリカにおける過度な取材活動とプライバシー侵害」
法律論叢 73巻 4・5号（2001年）59頁以下参照。
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上の観点から、同州最高裁判所は、次のように結論づけている(52)。
「……当裁判所は、ニュース価値の分析は、不可避的に個人のプライバシーに関
する利益と合衆国憲法修正第 1条によって保障されるプレスの自由の利益という
相対立する利益の調整に関与することとなり、公的関心が存在する出来事において
非自主的に巻き込まれた私人に関して公開された事実が当該放送対象と論理的関
連性を有し、その関連性と著しく不均衡なほど侵害的でないという本件の事実関係
においては、当該放送は合法的な公衆の関心性を有し、私的事実公表型不法行為に
基づく責任を否定する。」
このように私的事実公表型プライバシーに関しては、憲法上の抗弁及び正当化事
由としてのニュース価値の存否が修正第 1条との調整のために必要不可欠なもの
となる(53)。
さらに同州最高裁判所は、ニュース価値の具体的判断基準について検討を行っ
ている。まず同州最高裁判所は、Cox判決等の前述の合衆国最高裁判所判例を引
用しつつ、これらの合衆国最高裁判所判例が、その当時係属中の裁判手続に関し
て、公的記録から入手した資料を用いて行われた真実の報道は一般的に憲法上の
保護の対象となるとしたものであるが、「……これらの判例は、ニュース価値に関
して他の事案にも適用されうる一般的な基準を明らかにしたものではなく、また
一般的な憲法上の基準を見出すための広範な理論的根拠を提示するものでもない」
との認識を示し、ニュース価値に関する一般的な基準が存在しないと指摘してい
る(54)。そして同州最高裁判所は、ニュース価値の定義が難しいものであるとし、
その理由として、ニュース価値の中に実証的、事実解明的（descriptive）側面と規
範（normative）的側面の 2つの対極にあるものが含まれていることをあげ、「規
範論的及び事実解明的分析の両極の間で、かつ提示された事件の多様な事実関係の
中に、中立的な根拠に基づいた十分に機能する基準を見つけ出すことの困難さは、
ニュース価値概念の司法的事実解明をかなり多様なものにするに至った」と指
(52) Id. 他にも同州最高裁判所は、「ニュース及び情報の発信に関する公共の利益は、『プライ
バシーの権利の境界を画定する際に』、プライバシーの権利と利益衡量されなければなら
ない」とも指摘している。Gill v. Curtis Publishing Co., 38 Cal. 2d 273, 278 (1953).
(53) 18 Cal. 4th at 216.
(54) Id. at 218.
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摘している(55)。
そのうえで同州最高裁判所は利益衡量の主な判断要素として、（a）ニュース価値
の分析においては、ある程度公開の「社会的価値」（social value）に関する規範的
評価を裁判所が行うこと（単に視聴者・読者の注目を集めただけでは不十分であ
る）、（b）ニュース価値の評価は、侵害の程度及び公的出来事において原告が果た
していた重要な役割の範囲、そして公開された情報と原告が公衆の関心を引き付け
た活動又は出来事の性質の比較に基づいてなされなければならないこと、の 2つを
採用している(56)。この基準をふまえて同州最高裁判所は、先例を分析しつつ、あ
る者がニュース価値のある事件に非自発的に巻き込まれてしまった場合、当該個人
の生活及び言動のすべてがニュース価値のあるものとはならないとの基本的立場を
明らかにしたうえで、①被害を申し立てている個人と当該合法的公的関心事項に論
理的関係性・関連性が存在すること、②当該合法的公的関心事項は、個人的な目的
での私生活に対する悪趣味又は扇情的な覗き見を含むものではないこと、③ニュー
ス価値の判断は記者及び編集者に委ねること（裁量権の逸脱の有無についての判断
を裁判所が行う）、④コミュニティの通常人が合法的な関心を有すると受け入れら
れるものはニュース価値を有すること、⑤ニュース価値には、現在生じている出来
事の報道のみではなく、公表される内容が公衆の合法的関心を有すると合理的に期
待できる場合、教育、娯楽又は啓発を目的とした氏名、容貌又は事実等の情報の公
表も含まれること、⑥表現の自由への萎縮効果等の懸念から明確な判断基準が原則
となるが、利益衡量も排除されないこと、の 6つの基準を提示している(57)。
他方、非公知性の法理に関して同州最高裁判所は、ある雑誌が過去（10年以上
前）のハイジャック事件に関する記事で犯人の氏名を記載したことが私的事実公表
型プライバシー侵害となるか否かが問題となった、1971年のBriscoe v. Reader’s
Digestにおいて(58)、次のように指摘して、非公知性の法理を採用している。
「当裁判所は、過去の犯罪に関する事実の報道がニュース価値を有していること
を疑わない。しかしながら、遠い過去の犯罪の報道における犯罪者の身元は、独立
した公共目的に資することは全くない。法的手続が完了し、容疑者又は被告人が釈
(55) Id. at 218–9.
(56) Id. at 222.
(57) Id. at 223–6.
(58) Briscoe v. Reader’s Digest Association., 483 P.2d 34 (Cal. 1971).
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放されたならば、当該個人の身元は、通常、司法の運営の助けとはならない。当該
身元は、証人を見つけ出すとか、被害者の援助を得るために資することはもはやな
い。当該個人が他の無関係な方法でもって再度自らに公衆の目を引き付けないか
ぎり、通常貢献する公共の『利益』は、好奇心だけである。」
もっとも同判決は、Cox判決以前に下されたもので、嘱託殺人罪で有罪判決を受
け、出所後数十年も経過した後に、ある放送局がその犯罪に関する裁判記録等から
情報を収集し、ドキュメンタリー番組を放送したことが、プライバシー侵害となる
かが問題となった、2004年のGates v. Discovery Communications, Inc.におい
て同州最高裁判所は、「Cox判決及びその後の一連の合衆国最高裁判所判決におい
て、公開されている公的裁判記録から入手された事実に適用される限り、被告人と
してのメディアに対して、更生した元犯罪者に関する真実だがニュース価値のない
事実を無謀に公表することについて不法行為責任を負うとしたBriscoe判決の判示
事項は、致命的に縮減されてしまっている」と判示している(59)。このことから、
カリフォルニア州においては、非公知性の法理が適用される対象範囲が極めて限定
的なものとなってしまっていることが明らかとなる。
2　インターネット上における私的事実公表型プライバシー侵害
インターネット上への私的事実公表型プライバシー侵害法理の適用については、
カリフォルニア州最高裁判所の判例は見つからなかった。しかし、ある作家が自ら
の居住する市及び市民を批判的に言及した記事をオンライン・ジャーナルに投稿
したことに対して反対派が批判を行い、作家が当該記事をネット上から削除した
ところ、反対派が地元新聞に作家を批判する記事を投稿しようとしたため、私的
事実公表型プライバシー侵害等を根拠として反対派を訴えた、2009年のMoreno
v. Hanford sentinel Inc.において同州第 5地区控訴裁判所は、Schulman判決法
理に依拠しつつ、プライバシー侵害を認めなかった(60)。その際同控訴裁判所は、
「既に公となっている又は過去に公的領域の一部となった事柄は、私的なものでは
ない」とし、インターネット上に投稿したという控訴人の「積極的な行為がコン
(59) Gates v. Discovery Communications, Inc., 101 P.3d 552 (Cal. 2004).
(60) Moreno v. Hanford sentinel Inc., 172 Cal. App. 4th 1125, 91 Cal. Rtpr.3d 858
(2009).
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ピュータを有するすべての者に控訴人の記事へのアクセス可能な状況におき、公衆
の面前に公開した。このような状況において通常人なら誰も、公開された題材に対
してプライバシーの合理的期待を有することはない」と結論づけている(61)。
さらに同控訴裁判所は、以下の問題点についても検討し、控訴人の主張を退けて
いる(62)。まず控訴人が自らの記事へのアクセスを制限していたことから私的なも
のであると主張したのに対して、ネット上のサイトへ記事を投稿することで、控訴
人が公衆一般に対して記事を公開したとし、当該記事の潜在的読者は膨大なもので
あると認定している。次に控訴人がその後当該記事を自ら削除したことから非公
知性が成立すると主張したが、「当該記事の公開が他の者によってアクセスされな
いほどに非公知なものでも一時的なものでもなかった」と認定している。一方、控
訴人が名前のみを公表していたにもかかわらず、被控訴人が氏名すべてを公開した
ことがプライバシー侵害となるかも問題となったが、被控訴人が控訴人の姓名を、
私的情報源ではなく、インターネット上の情報源から入手しており、また投稿され
たオンライン・ジャーナル・サイト上に控訴人の顔写真が公開されており、当該記
事の筆者が控訴人であるということは公開されていたと認定している。
さらに、海軍特殊部隊（SEALs）隊員がイラクの刑務所において受刑者に暴行
を加えたのではないかとの疑惑を取材していた記者が、インターネット上で公開さ
れている隊員の写真を入手し、報道したことが、カリフォルニア州法上のプライ
バシー侵害となるかが争点となった、2006年のFour Navy Seals v. Associated
Pressにおいてカリフォルニア南部地区合衆国地方裁判所は、被告通信社の記者が
「一般にアクセス可能なウェブサイトから写真をダウンロードし、SEALsによる
受刑者虐待の可能性について記事を執筆する行為は、同州のプライバシー権の基底
にある社会規範に対するはなはだしい違反ではない。同様に、AP通信社の当該記
者の記事に付属する合法的に入手された写真を公表することは、原告 SEALsのプ
ライバシーの深刻な侵害とはならない」と判示している(63)。
次に他州の事例を検討する。まずミネソタ州法上の私的事実公表型プライバシー
侵害法理がインターネット上に適用されるかが問題となったものとして、ある病院
(61) 91 Cal. Rtpr.3d at 862.
(62) Id. at 863.
(63) Four Navy Seals v. Associated Press, 413 F. Supp. 2d 1136, 1143 (S.D. Cal. 2005).
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の患者に関する診療情報が病院職員によって院外に持ち出され、何者かによって当
該情報がインターネット上で公開されたことが問題となった、2009年のYath v.
Fairview Clinicsにおいて同州控訴裁判所は、プライバシー侵害を認めている(64)。
同州法では、1998年になって初めてプライバシー侵害が不法行為法理として認
められたが(65)、私的事実公表型プライバシー侵害に関しては、（a）被告が原告の
私生活に関する事実の公開を行ったこと、（b）当該公開が通常人にとって高度に不
快なものであること、（c）当該事実が公衆の合法的な関心事項でないこと、の 3要
件が採用されている(66)。そのなかで「公開」について同控訴裁判所は、①単一の
コミュニケーションで公衆に伝播されたこと、②個々のコミュニケーションがきわ
めて多くなされることで当該情報が公衆に伝播したとみなされること、の 2つをあ
げている。そのうえで同控訴裁判所は、投稿されたウェブサイトが誰でも閲覧可能
であったとして、「インターネット上のコミュニケーションは、その公開されたと
ころが公衆一般に利用可能なものであることから、その性質上、新聞による出版
又はラジオによる放送にきわめて類似する」として、「公開」に該当するとしてい
る(67)。また問題となったウェブサイトのアクセス数が少なかったことから公開に
該当しないとした原審の判断を、「私的情報が一般に入手できる状態に置いた場合
に公開が成立し、実際に幾分かのまとまった人数が実際に当該情報を入手した場合
ではない」と指摘して、退けている(68)。
次に被控訴人が投稿したサイトがソーシャル・ネットワークであって私的通信で
あり、オンライン新聞社のウェブサイトのような公衆の一般的関心を引き付けるよ
うなものでないと主張したことに対して同控訴裁判所は、公開に関する「判断は、
当該メディアを通じて提供されたコンテンツが公衆にとって一般的な関心のある
ものか否かではなく、当該コンテンツがその情報を公衆に直接伝送するメディアを
通じて送信されたか否かに基づいてなされなければならない」とし、私的情報が公
衆のアクセス可能なウェブサイトに投稿された場合には公開の要件を満たすとし
(64) Yath v. Fairview Clinics, 767 N.W.2d 34 (MN Ct. App. 2009).
(65) Lake v. Wal-Mart Stores, Inc., 582 N.W.2d 231 (Minn. 1998). なお同州法では、プラ
イバシー侵害としては独居状態への侵入、私的事実の公表、氏名・肖像の冒用のみが認
められている。
(66) Bodah v. Lakeville Motor Express, Inc., 663 N.W.2d 550 (Minn. 2003).
(67) 767 N.W.2d at 42.
(68) Id.
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ている(69)。
そして個人がインターネット上に自らの個人情報を投稿することは、プライバ
シーとして保護されないことが連邦・州それぞれの複数の下級審裁判所判例で確認
されている(70)。たとえば、プエルトリコのある者に関するインターネット上に公
開された写真を警察がダウンロードしたことが、その者のプライバシー侵害となる
かが争点となった、2002年のUnited States v. Gines-Perezにおいて合衆国プエ
ルトリコ地方裁判所は、「情報を情報スーパーハイウェイに置くことは、必然的に、
多くの保護的措置がどんなに講じられていても、またウェブページが『作成作業
中』であったとしても、公衆のアクセス可能なものとなる」として、プライバシー
侵害とならないと指摘している(71)。そして同合衆国地方裁判所は、「一般通常人
は、私的な情報……を、自ら当該情報を実際に私的なままで維持しようと希望する
ならば、インターネット上に置くことはあり得ない。一般通常人は、私的な写真を
インターネット上に置くことで、自らの私的な写真を保護することはできない」と
判示している(72)。
他方、誤った事実の公表型プライバシー侵害の事例ではあるが、動物の権利運動
の中心的人物として有名であったBeverly Stayartという人物が、“bev stayart”
で検索すると、“bev stayart levitra”という男性の機能不全治療薬等を販売する
ウェブサイトに関するスポンサーリンク、広告及びそれに関連するものに結びつけ
たことが自らのパブリシティを侵害したとして、Google等の検索エンジンに対し
て、ウィスコンシン州法上のパブリシティ及びプライバシー侵害法理に基づいて訴
訟を提起した、2013年のStayart v. Google, Inc.に関する第 7巡回区合衆国控訴
裁判所判決も注目される。同合衆国控訴裁判所は、控訴人が数多くの訴訟を提起し
ていることをふまえて、「“bev stayart levitra”という検索語句は、Stayartが公
的関心事項にしてきている――また今回の訴訟でもそれを維持しようとしている
(69) Id. at 43–4.
(70) See, e. g., Guest v. Leis, 255 F.3d 325, 333 (6th Cir. 2001); Sandler v. Calcagni, 565
F. Supp. 2d 184 (D. Me. 2008); United States v. D’Andrea, 497 F. Supp. 2d 117
(D. Mass. 2007); Four Navy Seals v. Associated Press, 413 F. Supp. 2d 1136 (S.
D. Cal. 2005); Moreno v. Hanford Sentinel, Inc., 91 Cal. Rptr. 3d 858, 862–63 (Ct.
App. 2009).
(71) United States v. Gines-Perez, 214 F. Supp. 2d 205, 225 (D.P.R. 2002).
(72) Id.
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――ことから、公的関心事項である」として同州の公的関心事項をプライバシー侵
害の例外とする法理を適用し、「裁判所の文書は、公的関心事項である」と認定し
たうえで、「裁判所の文書が公益上の例外に該当するのであれば、検索業者及び公
衆をこれらの文書に導く、又はそれらに関連するキータームをキャプチャするイン
デックスは、同様に当該例外となる」と判示している(73)。このように公開された
個人情報がニュース価値を有するならば、プライバシー侵害は認められにくいとい
うのが、アメリカの一般的な傾向であるといえる。
3　プライバシー権概念の変更の試み
次に、インターネット上のプライバシー侵害と修正第 1条との関係について問題
となった事例において、不法行為法上のプライバシー概念を変更しようとする試み
について検討する。
ヴァージニア州が運営するインターネット上で一般に公開されている土地情報提
供サービスにおいて、土地所有者に関するSSNも公開されていたことを原告が問
題視し、改善キャンペーンを行い、同州も順次削除作業を行っていたが、作業に遅
延が生じていたため、SSN管理のあり方に関する問題提起を行うために、自らの
SSNをインターネット上に公開したことに対して、故意の SSNの公開を禁止す
る同州法に違反するとしたことが、修正第 1条に違反するか否かが問題となった、
2010年のOstergren v. Cuccinelliにおいて第 4巡回区合衆国控訴裁判所は、SSN
の公表が修正第 1条の保護の対象となり、厳格審査の対象となるとしている(74)。
まず SSNの公表が修正第 1条の保護対象となることについて同合衆国控訴裁判
所は、控訴人が「オンライン上に投稿されたヴァージニア州の土地情報上の削除さ
れていない SSNは、控訴人のメッセージの中核をなすものである。SSNを表示す
ることは、実際、それらはメッセージであった。それらを表示することは、私的情
報に関する安全管理措置をヴァージニア州が講じていなかったことを明らかにし、
またヴァージニア州民が懸念を持つ理由を強力に論証する」と指摘している(75)。
その際同合衆国控訴裁判所は、SSNを削除した上でも控訴人のメッセージが伝達
(73) Stayart v. Google, Inc., 710 F.3d 719, 720–21 (7th Cir. 2013).
(74) Ostergren v. Cuccinelli, 615 F.3d 263 (4th Cir. 2010).
(75) Id. at 271.
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可能であるとの指摘に対しても、「……修正第 1条は控訴人のメッセージがどのよ
うに伝達されるべきかについて控訴人自らが決定する自由を保障する」として退
け、また「人民が控訴人、ヴァージニア州のいずれが当該削除を行ったかを知るこ
とができないが故に、部分的な削除が当該文書の衝撃的な価値を減じさせ、控訴人
の信用を減じさせる」とも指摘している(76)。
さらに同合衆国控訴裁判所は、Cox判決を引用しつつ、次のように述べて控訴
人が表現内容においてSSNを表示する意義について次のように指摘し、控訴人の
メッセージが修正第 1条上の保護を受けると結論づけている(77)。
「当裁判所は、控訴人がまさに SSNをどのように伝達すべきかが特に重大なも
のであると認定する。控訴人は、ただ単にSSNを人々の氏名と並べて目録に記載
しているのではなく、むしろ政府職員によって保管されているすべての文書のコ
ピーを提供している。公文書がどのように管理されるべきかに関する控訴人の批
判を前提とすれば、当裁判所は、まさしく保護されない言論と考えられるこれらの
文書が表示されることによる問題にどのように対処すべきかわからない。実際、合
衆国最高裁判所は、これらの言論が我々の社会において特に価値あるものとみなし
てきた。」
以上のように SSNを含んだ控訴人のメッセージが修正第 1条の保護の対象とな
るとしたうえで同合衆国控訴裁判所は、この種の表現規制の合憲性審査基準のあり
方について検討を行っている。同合衆国控訴裁判所は、Cox、Florida star、Daily
Mail判決等の合衆国最高裁判所判例を検討し、これらの判例で構築された合憲性
判断基準を本件でも適用するとしている。そして具体的な合憲性判断基準として
は、まず①当該情報が合法的に入手されたか、②当該情報が真実かつ公的重要事項
かがあげられ、同合衆国控訴裁判所は、①についてはヴァージニア州も争っておら
ず、②については、「公的記録の内容を表示し、ヴァージニア州による私的情報の
公開を批判することは公衆の関心を集める政治的メッセージを伝える」ことを理由
に、要件を満たしているとしている(78)。
そのうえで同合衆国控訴裁判所は、③州が高次の法の州の利益を主張している
(76) Id. at n8.
(77) Id. at 272.
(78) Id. at 276.
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か、④同州法の規定を控訴人に適用することが限定的に画定されているか否かにつ
いて詳細に検討を行っている(79)。
州の利益について同合衆国控訴裁判所は、SSNの立法事実及び運用の歴史を検
討している。そこでは、連邦・州政府機関だけでなく、民間企業等でも広く SSN
が活用されるようになり、それに伴って国民のプライバシーに対する懸念が拡大
し、訴訟が提起されたこと、これらの国民の懸念に対応するために連邦法及び 50
すべての州法で SSNの利用の規制が試みられていることが示されている。そのう
えで同合衆国控訴裁判所は、「確固たるものではないが、これらの動向は、SSNの
公開は厳格に制限されるべきであるという広範な合意があることを示している」と
指摘し、SSNの公表を制限することで個人のプライバシーを保護するという州の
利益は、高次の法の州の利益に該当すると結論づけている(80)。
次に④の限定的画定性について同合衆国控訴裁判所は、まずヴァージニア州が公
的情報を公開する際に自らを管理していなかったことから、Cox、Florida Star判
決を引用しつつ、控訴人による当該情報の公開を妨げることが限定的に画定された
ということはほとんどできないと指摘している(81)。
そのうえで同合衆国控訴裁判所は、これらの合衆国最高裁判所判例と本件の相違
点について、争点となったプライバシー権概念の違い、争点となった私的情報に対
する実際的なコントロールに関する見解の相違の 2点を挙げて、本件の独自性を指
摘して、不法行為法上のプライバシー概念の変更を試みている(82)。
プライバシー権概念の相違について同合衆国控訴裁判所は、Cox判決等は、「原
告が自らの私的事柄に関する、それが全くの真実であったとしても、一般的な感覚
を有している者にとって不快なものとなる、欲しない公開から逃れる権利」が問題
となっており、「秘匿性」（secrecy）が最大の関心事項となるとし、SSNに関して
は、「人々は、自らの SSNを提供するよう要請されても苦痛を感じることはなく、
また人々は、他人が当該番号を見つけた時に自らの名声が侵害されたと感じること
もない」として秘匿性は重要なものではないとしたうえで、「人々が心配するのは、
自らの SSNがどのように利用されているか――より特定的に言えば、不徳な者が
(79) Id.
(80) Id. at 277–80.
(81) Id. at 280.
(82) Id. at 281.
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その IDを窃取するか否か――のみである」と述べ、「本件は、個人が公開そのもの
を気にするものではなく、個人情報がどのように利用され、処理されるかについ
て管理するという特定のプライバシーの概念に関するものである」と結論づけて、
「管理」（control）が最大の関心事項と位置づけている(83)。
さらに同合衆国控訴裁判所は、Cox判決等の場合においては、初回公開時にその
種の情報を削除する等の措置を講じることが可能であったが、本件では、毎年州が
膨大な数の情報の提出を受け、それを登録する職員の作業量も増加していること、
長い間 SSNが ID窃盗の脅威となることが理解されていなかったことから初回公
開時に削除することはできなかったと指摘している(84)。そして同合衆国控訴裁判
所は、この相違が限定的に画定されているかに関する分析に影響を与えるとの立場
を明らかにしている(85)。
限定的に画定されているかの具体的な判断について同合衆国控訴裁判所は、「管
理」の点から、犯罪被害者の秘匿性の保護を認めたCox、Florida Star判決より
も、SSNが削除されていない土地情報の開示を制限する裁量を州に認めるべきで
あるとし、合衆国最高裁判所の修正第 1条に関する理論が控訴人のような者がオン
ラインで当該情報を開示することを禁止する前に、裁判所公文書館で保存されてい
るすべての土地記録原本を削除するよう必ずしも命じるものではないと指摘して
いる(86)。もっとも同合衆国控訴裁判所は、SSNを削除することなく、セキュア・
リモート・アクセスを通じて同一の公的記録を利用可能なものとするならば、プラ
イバシー保護を目的として控訴人が公的記録をオンライン上に公開することを禁
止することは限定的に画定されているだろうと指摘している。その理由として同
合衆国控訴裁判所は、15の担当事務局がオンライン上で利用可能な土地記録から
の SSNの削除を完了しておらず、Cox判決等の合衆国最高裁判所判例から、多く
の担当事務局がまさに削除を行っている最中の土地記録に関して、SSNが削除さ
れていない状態で当該情報を控訴人がオンライン上に投稿をすることを処罰する
(83) Id. at 282–3.
(84) Id. at 285.
(85) Id. at 283.
(86) Id. at 285–6. なお同合衆国控訴裁判所は、その根拠として、控訴人が同様の主張を自
らのホームページ上でReporters Committee判決を引用して行っていることをあげてい
る。Id.
250
明治大学　法律論叢 89巻 6号：責了 book.tex page251 2017/02/20 19:03
インターネット上の私的事実公表型プライバシー侵害とアメリカ合衆国憲法修正第1条（佐々木）
ことを、修正第 1条は認めないと述べている。そのうえで同合衆国控訴裁判所は、
「ヴァージニア州は、担当事務局に対して、SSNの削除が完了するまでセキュア・
リモート・アクセスを通じて土地情報を利用可能な状態にしておかないように命じ
ることで、きわめてより限定的にSSNの公開を限定することができる」と結論づ
けている(87)。
以上から、「管理」が対象としているのは、SSNを削除しなければならない州政
府に対してどのような措置を講じることができるかを問題とするものであり、イン
ターネット上に公開されてしまったものを管理しようとするものではないことが明
らかである。このように、インターネット上に公開されてしまった個人情報につい
て、管理を及ぼすことは法的には不可能である。そして、「管理」の側面から州の裁
量が認められ、リモート・アクセス等の技術的対応を試みることが認められている。
Ⅴ　学説の検討
以上の判例法の検討をふまえつつ、インターネット上での私的事実公表型プライ
バシー侵害事例においてニュース価値、非公知性の法理をいかに考慮すべきかに関
して、様々な議論が行われている。そこでは特に、伝統的な非公知性の法理がイン
ターネット上には適用が困難であるとの認識は、多く指摘されている。そのなかで
は、インターネットが普及する以前には物理的な意味でのアクセスの困難さが非公
知性の法理の前提となっていたが、インターネットの普及により、その困難さが解
消されたことが問題視されている(88)。さらには、Google等の検察エンジンの出現
が重要な役割を果たしていることが指摘され、検索エンジン出現以前はかなりの程
度の非公知性を享受することができ、「情報を見つけ出し、コンパイルする実際の
困難さ及びコストを理由として、熟練した捜査員又は意欲的な調査員以外からは、
事実上、この種の情報は保護されてきた。現在、この種の情報は、検索エンジンを
(87) Id. at 286.
(88) See, e. g., Elbert Lin, Prioritizing Privacy: A Constitutional Response to the
Internet, 17 BERKELEY TECH. L.J. 1085, 1100–01 (2002); Jacqueline D. Lipton,
Mapping Online Privacy, 104 NW. U. L. REV. 477, 501 (2010).
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通じて、即座にかつ無料で入手できるようになっている」と指摘されている(89)。
そして、伝統的な非公知性の法理が対応していた問題がインターネット上で生じ
た場合に、どのように対処すべきかが議論されている。そこでは様々な見解が主張
されているが、本稿では、特に、①伝統的な非公知性の法理を修正し、「オンライ
ン上の非公知性」（online obscurity）を提唱する見解、②インターネットは公の
場所であり、現行法理を維持すべきとする見解の 2つについて検討を行う。
1　「オンライン上の非公知性」を提唱する見解
⑴ Woodrow Hartzogの見解
オンライン上に非公知性の法理を適用しようとする有力な提唱者として、Woodrow
Hartzogが数多くの論文を公表している。そのなかでHartzogは、「オンライン上
の非公知性」（online obscurity）論を提唱している(90)。
Reporter’s Committee判決で合衆国最高裁判所が採用した、「現実的非公知」の
法理では地理的・物理的障壁がプライバシー保護の要素となっていたが、インター
ネット上では、これらの障壁が存在しない。そこでオンライン上の非公知性論で
は、非公知化（obfuscation）させるための独自の要素として(91)、①検索可視性
（search visibility）：検索システムにおける発見の容易性、②保護されないアクセ
ス（unprotected access）：アクセス制限の弱さ、③個人識別性（identification）：
直接的又は間接的開示による個人識別の容易性、④透明性（clarity）：発見された
情報を第三者が理解する能力(92)、があげられている。裁判所がオンライン上の非
公知性を検討する際にこれら 4要素の存否が分析され、これらの要素が存在すれば
非公知性は低下し、欠ければ非公知性が増すことになる。裁判所は、これらの要素
を事例毎に分析し、またそれぞれの要素を個別に分析し、それらを総合してオンラ
(89) See Omar Tene, What Google Knows: Privacy and Internet Search Engines, 2008
UTAH L. REV. 1433, 1440.
(90) See Woodrow Hartzog and Frederic Stutzman, The Case for Online Obscurity, 101
CAL. L. REV. 1 (2013).
(91) Id. at 34.
(92)透明性とは、「情報の内容と他の外部的要素との関連性に焦点を当てるものであり、それ
らの情報・要素を関連付けることができなければ、当該情報の意味が理解できない場合、
透明性が欠け、非公知性が高まる」とされる。Id. at 39.
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イン上の非公知性を分析しなければならないとされる(93)。
以上に関する具体例としては(94)、招待された者のみが閲覧でき、一般的な検索
エンジンでは検索されないようになっているブログは、検索可視性及び保護されな
いアクセスが欠けることから非公知であるとされる。またファーストネームのみ
を使用し、識別されないようにぼかした写真を使用した twitterアカウントは、自
由に検索でき、アクセスしやすいことから前の事例よりも非公知性は低いが、識別
されにくく独特な投稿内容に関する理解が十分にできないことから、若干の非公知
性が存在するとされている。
そして、これらを担保する措置としては、私的事実公表型プライバシー侵害で
もって訴訟を提起した者は、その情報を完全に削除する、又は和解金を得ることよ
りも、検索されないようにその情報をブロックすることを自発的に同意するであろ
うとして、当事者間での交渉及び契約による対応が重視されている(95)。
そしてHartzogは、わが国でも有力に提唱されている “privacy by design”に代
えて、上記の非公知性の法理を基本とした、“obscure by design”論も提唱してい
る(96)。
⑵ プライバシー概念の変更を主張する見解
Hartzogにも影響を与えているものであるが、合衆国最高裁判所が伝統的に採
用してきたプライバシー権概念における「公／私」（public/private）二分論を批
判し、それに代わる理論として、「文脈プライバシー」（privacy in context）論等
が提唱されている。
「公／私」二分論は、Warren & Brandeis論文(97)によってプライバシー法理
が提唱されて以来維持されてきた理論であるが、「公／私」二分論批判は、前述の
情報通信技術の発達・普及によってその境界線が不明確になっている点を問題視す
る。そこでは、このような空間的・領域的理解が、オンライン上のプライバシー問
題においては無関係なものとなっていることがあげられている(98)。
(93) Id. at 34.
(94) Id. at 35.
(95) Id. at 44.
(96) See Woodrow Hartzog & Frederic Stutzman, Obscurity by Design, 88 WASH. L.
REV. 385 (2013).
(97) See Warren and Brandeis, The Right to Privacy, 4 HARV. L. REV. I93 (1890).
(98) See Patricia Sa´nchez Abril, Recasting Privacy Torts in a Spaceless World, 21.
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そのうえで、Ostergren判決で第 4巡回区合衆国控訴裁判所が提示したような、
「秘匿」から情報の「管理」等への概念変更の必要性が指摘されている。そのなか
では、たとえば、もはや秘密なものではないが、それが一般的には知られていな
いことであることを理由として、プライバシーとして保護される価値があり、「私
的」とは「公になっていない」（not public）、かつ「共有されていないもの」（not
common-owned）を意味すると理解すべきと指摘されている(99)。
このような問題意識に基づいてHelen Nissenbaumは、文脈における統一性
（contextual integrity）としてプライバシーの定義づけを試みている(100)。この
見解によれば、ある者の個人情報が他人によって公開されることが当該情報が公開
される文脈を蔑ろにした場合に、プライバシー侵害となるとされている。そしてこ
のような枠組みが「正確に調整された社会規範又はルールのシステムがそれぞれの
社会的文脈（教育、医療及び政治等）において個人情報の流通を規律する」ことを
目的としており、これらの社会規範等が「本質的な活動、カギとなる関係性及び利
害を定義し、また維持し、危害から人民及び集団を保護し、権力の配分のバランス
を保つ」と指摘している。
また、この問題に関してDaniel J. Soloveは、非公知性の法理に関する新たな
アプローチを提唱している(101)。Soloveは、第 1に潜在的なプライバシー問題の
存在を明らかにし、第 2に当該プライバシー問題によって生じる様々な種類の危
害、すなわち身体的損害、金銭的損失、財産権上の危害、名誉・名声の毀損、精神
的・心理的毀損、対人関係上の危害、萎縮効果等を分析し、これらの危害と社会的
利益を利益衡量すべきであると主張している(102)。そのうえでプライバシー保護
が優先された場合に、個々の訴訟等による対応と特定の個別の損害に関する証明を
必要としない、損害賠償の予定によって対応できるとしている。
これと関連して、前述のCowles Media Co.判決をふまえて、不法行為法ではな
く、契約ベースでもって契約内容以外の個人情報の利用を制限すべきであるとする
HARV. J. L. & TECH. 1, 4–6 (2007).
(99) See Julie E. Cohen, Examined Lives: Informational. Privacy and the Subject as
Object, 52 STAN. L. REV. 1373, 1379 (2000).
(100) See HELEN NISSENBAUM, PRIVACY IN CONTEXT: TECHNOLOGY, POLICY, AND
THE INTEGRITY OF SOCIAL LIFE (2010).
(101) See DANIEL J. SOLOVE, UNDERSTANDING PRIVACY (2009).
(102) Id. at173–89.
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見解が有力に提唱されている。先に言及したように、不法行為法上の救済では修正
第 1条違反とされるのがほとんどであることから、政府とは無関係の私人間の自主
的な取り決めを基本としているところが注目される(103)。ただ契約ベースである
ため、個人情報の利用のあり方を規制できるのは基本的に契約の相手方のみであ
り、インターネット上の問題への効果は限定的なものとなる(104)。
2　オンライン上の非公知性の法理に批判的な見解
この見解は、「公的場所におけるプライバシー不存在」原則を維持するものであ
る。そのなかでHeidi R. Andersonは、特に Soloveらによる新たな利益衡量のあ
り方について批判している(105)。
その批判の中でAndersonは、Soloveらの提唱するプライバシー問題によって
生じる危害について、①（時折長い期間）公開された個人が自らについて悪感情を
生じさせること（個人の尊厳への危害）、②人々の中に、自らの考え及び行動を共
有する前に考え直させること（表現の自由の萎縮効果）の 2つにまとめて、どちら
も疑問の多い前提に基づいたものであると指摘している(106)。①については、具
体的には、個人の尊厳への危害が恒久的かつ反駁できないものであり、定量化でき
るものであるとの前提に立っているとする。恒久性については、より多くの人々の
情報がより短いニュース・サイクルで提供されることに従って、ある者に関する公
開情報が存在し続ける力は限定的なものとなり、提示されている恒久性は疑わしい
としている(107)。反駁不可能性については、公衆全体に同時に多くの情報を公開
することで、当該情報の正確性が向上し、さらに技術的な制約から反論権が否定さ
れてきたが、現在はそれが可能になっているとしている(108)。定量化については、
(103) See Eugene Volokh, Freedom of Speech and Information Privacy: The Troubling.
Implications of a Right to Stop People from Speaking About You, 52 STAN. L.
REV. 1049, 1115–17 (2000).
(104) See Robert Kirk Walker, Note, The Right to Be Forgotten, 64 HASTINGS L. J. 101
(2012).
(105) See Heidi Reamer Anderson, The Mythical Right to Obscurity: A Pragmatic
Defense of No Privacy in Public, 7 I/S: J.L. & POL’Y FOR INFO. SOC’Y 543, 551
(2012).
(106) Id. at 577.
(107) Id. at 579.
(108) Id. at 580.
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合衆国最高裁判所の判例(109)でも精神的苦痛を与えることを理由に表現規制を行
うことが修正第 1条に違反するとしていることを指摘しつつ、個人の尊厳への危害
は主観的なものであり、定量化できないとしている(110)。②については、前述の
Doe v. Reedに関する合衆国最高裁判所判決を根拠として否定されるべきとしてい
る。さらに会議公開に関する法制度（Sunshine laws）の観点からも萎縮効果を
検討する必要はないとしている。
そのうえでAndersonは、逆に公開を促進する価値として、政府の説明責任の向
上、行動介入上の便益、犯罪抑止、刑事司法手続の適正化、（感情を広く一般公衆
と共有することによって落ち着く等の）精神的・心療的便益、詐欺防止をあげ、非
公知とする必要性と同等に利益衡量の対象とすべきであるとしている(111)。
Ⅵ　おわりに
以上の検討から、以下の点を指摘することができる。
第 1に、不法行為法上のプライバシー侵害に関する法理において「秘匿」が基本
とされてきたが、Ostergren判決のように、この法理が保護しようとする法益が、
Warren & Brandeis論文からの伝統である私的事項の「秘匿」だけではなく、私
的事実を含む「情報」そのものにも対象が拡大されつつある。ただ、わが国のよう
な「自己情報コントロール権」概念は一般的に支持されていない。同概念について
は、その個人情報の本人が当該個人情報を第三者等に「開示」するか否かの判断に
関して、自己のコントロールを侵害されないという意味では用いられ、また当該個
人情報の管理等を、情報業者等の特定可能かつ何らかの措置を講じることができる
者に限定して認めているといえる。Cowles Media Co.判決で契約ベースでの対応
が試みられているのも、同じ方向性のものである。であるから、契約の相手方等以
外の者や、インターネット上で公衆一般に公開されてしまった個人情報をコント
ロールするのは、事実上不可能である(112)。また、特定の第三者に対して、また
(109) R.A.V. v. City of St. Paul, Minn, 505 U.S. 377, 414 (1992).
(110) Heidi Reamer Anderson, supra note 105, at 581.
(111) Id. at 586–98.
(112) わが国における議論において、「アメリカの通説」と紹介されることの多い、自己情報
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インターネット上に公開されてしまったものに対して、自らの個人情報の適正な取
扱いを求めて法規制するのは、当該第三者等の表現の自由を不当に侵害することと
なるとされている。
それと同時に、カリフォルニア州の事例のように、プライバシーを保護する必要
性、プライバシー保護の具体的内容、具体的救済措置の構築も試みられている点
も、注目される。そしてまた刑事罰、公表差し止めが修正第 1条に違反することが
明らかにされ、また一般に公開されたものはほぼコントロール不可能であることへ
の対応策として、オンライン上の非公知性の法理の議論等の議論がなされていると
いえる。具体的に公開範囲を限定する、アクセスを容易なものとしない等の措置と
して、オンライン上の非公知性の法理が検討されているのは、このことの表れとい
える。
そのうえで第 2点として、公開された個人情報に関するプライバシー侵害が成立
するかの判断において、表現の自由、民主主義、裁判の公開(113)との利益衡量が
なされることとなる。そこでは、表現の自由、民主主義、裁判の公開等の公開を促
進する価値が優先される傾向があるといえる(114)。そしてこれらの公開を促進す
る価値が、Shulman判決で提示されているような不法行為法上の基準としての私
的事実公表段階におけるニュース価値、さらに、その後の時の経過等による非公知
性の法理に具体的に反映されているのである。
コントロール権説を批判的に再検討する必要がある。この学説がなぜ「アメリカの通
説」とされ、ほとんど批判なくわが国においても支持されているのか不明である。前述
の通り、この学説はアメリカでは問題点が指摘され、一般的な支持を得ていない。特に
「コントロール」とは何を意味し、またこの権利を行使した場合、表現の自由と激しく
衝突することになるが、その調整が議論されることはほとんどない（同様の指摘とし
て、阪本昌成『表現権論』（信山社・2011年）91頁以下、特に 151頁参照。）。アメリ
カ法研究の観点からは、本稿で検討したように阪本説が妥当である。しかしながら、憲
法研究者及び情報法研究者から阪本説に対する反論は、特にアメリカ法を研究対象とす
る研究者からのものはみられない。「摩訶不思議なことである」（同書 152頁）との指摘
は、もっともである。
(113) これらのうち、民主主義、裁判の公開について検討したものとして、拙稿「アメリカに
おける政府への公衆のアクセスの法的根拠」法律論叢第 76巻 6号（2004年）57頁以
下参照。
(114) さらに表現の自由の観点からすれば、営利的表現の自由を個人情報保護に優先させた、2011
年の合衆国最高裁判所判決（Sorrell v. IMS Health Inc., 564 U.S. 552 (2011).）の影響
をどのように捉えるかが問題となる。この点につき、See Neil M. Richards, Why Data
Privacy Law Is (Mostly) Constitutional, 56 WM. & MARY L. REV. 1501 (2015).
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以上のアメリカの議論状況から得られるわが国への示唆としては、以下の点を指
摘することができる。
第 1に、わが国においても、民法レベルでの対応を基本としたプライバシー侵害
に関する議論が行われるべきである。わが国においては、憲法第 13条の幸福追求
権に憲法上、私法上すべてのプライバシー権を読み込むという見解が通説となって
いるが、憲法上の問題となるのは、国・地方自治体等の公法人が主体となったもの
とすべきである。私人間でのプライバシー侵害の問題はあくまでも民事法上の問
題であり、具体的には、民法第 709条以下の諸規定を基本とした分析を行うべき
である。
もっとも、わが国の民法上の議論においても、憲法上の観点が極めて乏しく、
Shulman判決のような表現の自由の理論を前提とした不法行為法上の判断基準の
構築はほとんど見当たらない。このことから、第 2点として、憲法上の概念の具体
化が必要である。この具体化作業をふまえた上で、次にそれらの不法行為法上の法
理の中に、憲法上の価値、具体的には、表現の自由・民主主義・裁判の公開の価値
を具体化させて、ニュース価値、非公知性の法理に相当するものを構築すべきであ
る。この点、わが国の議論においては、知る権利等の憲法上の抽象的な概念が用い
られる傾向があるが、抽象的過ぎるがゆえに、十分に機能するような基準となっ
ていないと言わざるを得ない。この点、東京高決平成 28年 7月 12日は、表現の
自由及び知る権利に言及していることが注目されるが、そこで示されているのは
基本論・抽象論のみであると言わざるを得ず、これらの理論の詳細化が必要であ
る(115)。最も重要なのは、憲法上の抽象論ではなく、これらの価値を反映させた
不法行為法上の具体的な衡量であり、また不法行為法の理論を前提とした憲法論の
再検討という相互連関的な作業が必要であり、このような法的作業を行ってきてい
るアメリカの試みは有益な示唆を与えると思われる。
（明治大学法学部教授）
追記
本稿校正中に、東京高決平成 28年 7月 12日を支持する最決平成 29年 1月 31
日（判例集未登載）に接した。別途検討したい。
(115) EUの状況につき、石井夏生利「『忘れられる権利』をめぐる論議の意義」情報管理 58
巻 4号（2015年）271頁以下参照。
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